
「臓器移植と検視その他の犯罪捜査に関する手続との関係等について」の一部改正新旧対照表 

 

下線部分は改正部分 

改 正 後 現  行 

第１ 検視等の取扱い 

１ 指針の第１２の５の「法第６条第２項に係る判定を行おうと

する場合」とは、医師が、患者の状態について、法に規定する

脳死判定を行ったとしたならば、脳死とされる状態にあると診

断した場合（臓器の移植に関する法律施行規則（平成９年厚生

省令第７８号）第２条第１項に該当すると認められる者（同項

各号のいずれかに該当する者を除く。）について、同条第２項

各号の項目のうち第１号から第４号までの項目のいずれもが

確認された場合）であって、本人が脳死判定に従う意思がない

ことを表示しておらず、かつ、次のいずれかに該当することを

確認した時点をいうものであること。 

ア 本人が臓器を提供する意思を書面により表示し、かつ、家

族が摘出及び脳死判定を拒まないとき又は家族がいないと

き 

イ 本人が臓器を提供する意思がないことを表示しておらず、

かつ、家族が摘出及び脳死判定を行うことを書面により承諾

しているとき 

２ 指針の第１２の５の「所轄警察署長」とは、脳死判定が行わ

れる医療機関の所在地を管轄する警察署長をいうものである

こと。ただし、個別の事案においては、警察から他の警察署長

を連絡先として示されることがあるので、その場合にはその警

察署長を連絡先とすること。 

第１ 検視等の取扱い 

１ 指針の第１１の５の「法第６条第２項に係る判定を行おうと

する場合」とは、医師が、当該判定の対象者を臨床的に脳死と

判断した場合（臓器の移植に関する法律施行規則（平成９年厚

生省令第７８号）第２条第２項各号の項目のうち第５号の「自

発呼吸の消失」を除く、第１号から第４号までの項目のいずれ

もが確認された場合）であって、本人が書面により脳死の判定

に従い、かつ臓器を提供する意思を表示していること並びに家

族も脳死判定を行うこと及び臓器を提供することを拒まない

こと又は家族がいないことを確認した時点をいうものである

こと。 

 

 

 

 

 

 

２ 指針の第１１の５の「所轄警察署長」とは、脳死判定が行わ

れる医療機関の所在地を管轄する警察署長をいうものである

こと。ただし、個別の事案においては、警察から他の警察署長

を連絡先として示されることがあるので、その場合にはその警

察署長を連絡先とすること。 

別 添 



３ 指針の第１２の５の「検視その他の犯罪捜査に関する手続」

（以下「検視等」という。）とは、検視、実況見分、司法解剖

（検証許可状又は鑑定処分許可状を得て行われる解剖をいう。

以下同じ。）、警察官が国家公安委員会規則に基づいて行う死体

見分等の手続をいうものであること。 

４ 指針の第１２の５の捜査機関に対する「必要な協力」とは、

次の（１）から（４）をいうものであり、医師においては、臓

器移植ネットワーク等の臓器のあっせんに係る連絡調整を行

う者（コーディネーター）の協力を得て、これらの便宜を図る

こと。 

なお、脳死した者の身体に対して行う検視等の犯罪捜査に関

する活動に支障が生ずることのないようにするため、捜査機関

にとってはこのような協力が不可欠とされているので、かかる

場合においては、医師は、臓器移植の円滑な実施のためにも、

捜査機関との連携を密にするよう努められたいこと。 

（１） （略） 

（２）脳死判定及び死亡の事実を捜査機関が確認することに資す

るため、本人が脳死判定に従う意思を書面により表示してい

る場合においては、当該書面、臓器を提供する意思を書面に

より表示している場合においては、当該書面、家族が脳死判

定を行うこと及び臓器を摘出することを拒まないこと又は

承諾することを記載した脳死判定承諾書及び臓器摘出承諾

書、医師による法第６条第５項に規定する判定が的確に行わ

れたことを証する書面、死亡診断書等を捜査機関に示し、そ

れらの書面の写しを提供すること。 

（３）・（４） （略） 

３ 指針の第１１の５の「検視その他の犯罪捜査に関する手続」

（以下「検視等」という。）とは、検視、実況見分、司法解剖

（検証許可状又は鑑定処分許可状を得て行われる解剖をいう。

以下同じ。）、警察官が国家公安委員会規則に基づいて行う死体

見分等の手続をいうものであること。 

４ 指針の第１１の５の捜査機関に対する「必要な協力」とは、

次の（１）から（４）をいうものであり、医師においては、臓

器移植ネットワーク等の臓器のあっせんに係る連絡調整を行

う者（コーディネーター）の協力を得て、これらの便宜を図る

こと。 

なお、脳死した者の身体に対して行う検視等の犯罪捜査に関

する活動に支障が生ずることのないようにするため、捜査機関

にとってはこのような協力が不可欠とされているので、かかる

場合においては、医師は、臓器移植の円滑な実施のためにも、

捜査機関との連携を密にするよう努められたいこと。 

（１） （略） 

（２）脳死判定及び死亡の事実を捜査機関が確認することに資す

るため、本人が脳死の判定に従い、臓器を提供する意思を表

示した書面、家族が脳死判定を行うこと及び臓器を提供する

ことを拒まないことを記載した脳死判定承諾書及び臓器摘

出承諾書、医師による法第６条第５項に規定する判定が的確

に行われたことを証する書面、死亡診断書等を捜査機関に示

し、それらの書面の写しを提供すること。 

 

 

（３）・（４） （略） 



第２ 司法解剖等との関係 

 １・２ （略） 

３ 医師は、死体（脳死した者の身体を含む。）（確実に診断され

た内因性疾患で死亡したことが明らかである死体を除く。）か

ら臓器の摘出を行おうとする場合においては、当該死体に対し

て検視その他の犯罪捜査に関する手続が行われるときは、その

手続が終了した旨の連絡を捜査機関から受けた後でなければ、

臓器を摘出してはならないこと。 

４ 指針の第５のとおり、虐待が行われた疑いのある児童が死亡

した場合には、臓器の摘出は行わないこと。 

このため、医療機関内の倫理委員会等の委員会で児童につい

て虐待が行われた疑いがなく当該児童から臓器の摘出が可能

であると判断した場合であっても、医師は、第１の４に規定す

る捜査機関に対する必要な協力を行うなどする中で、死亡した

児童に対して司法解剖が行われるなど虐待が行われたとの疑

いが生じた場合には、臓器の摘出は見合わせること。 

第３ （略） 

 

第２ 司法解剖等との関係 

１・２ （略） 

３ 医師は、法附則第４条に基づき脳死した者の身体以外の死体

（確実に診断された内因性疾患で死亡したことが明らかであ

る死体を除く。）から眼球又は腎臓の摘出を行おうとする場合

においては、当該死体に対して検視その他の犯罪に関する手続

が行われるときは、その手続が終了した旨の連絡を捜査機関か

ら受けた後でなければ、臓器を摘出してはならないこと。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

第３ （略） 

 

 


